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インターンシップ事業：10月16日～18日に日立工業高校の１年生119名が当所会員事業所45社で職場体験 
（写真は昨年のもの）

No.1562

「特定商工業者負担金」
納入のお願い

　当所では商工会議所法に基づき、毎年「商工業
者法定台帳」の提出と管理運用に要する諸経費
「負担金」をご負担いただいております。
　ご理解ご協力をお願い申し上げます。

■第１５回会員ゴルフ大会を開催
　商工会議所の動き（９月）
■常議員会
■ものづくり経営セミナー受講者募集
　茨城キリスト教大学からのお知らせ
■青年部だより（わいわいわい）
■相談所だより
　経営安定特別相談室
　記帳指導/ＪＡＮメーカーコード
■リレー随想（その１５３）
■会員探訪
■会議所インフォメーション
　・会議所を知ってもらおうキャンペーン
　・新企画『素顔』
■国・県・市からのお知らせ
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……………………………… ８
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負担金…
　法定台帳は、法令で作成するように定められたもので、
法定台帳に関しての所要経費は、毎年特定商工業者の方々
にご負担いただいております。
　今年度の負担金額は、当所の場合4,000円（消費税課税
対象外）です
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第15回

　当所では現在２種類の長期にわたる講座を開催しており、参加者は毎回目的達成に向けて精力的に受講
しています。経営革新講座（９月19日～11月７日：全８回）では、企業の経営革新に、必要な知識・スキルを
豊富な事例を交えて紹介し、自社の革新に対する動機付けと中小企業新事業促進法に基づく経営革新計画
の承認を目指します。日商簿記３級資格取得講座（８月17日～11月16日：全27回）では、簿記を初めて学ぶ
方を対象に、基礎から日商簿記３級の合格を目指します。

日商簿記３級取得講座経営革新講座

経営革新講座、日商簿記3級資格取得講座開講中

　10
月
６
日
、会
員
サ
ー
ビ
ス

委
員
会（
小
野
武
委
員
長
）が
主

管
と
な
り
、第
15
回
会
員
ゴ
ル

フ
大
会
を
日
立
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ

で
開
催
し
ま
し
た
。

　大
会
当
日
は
天
候
に
も
恵
ま

れ
心
地
よ

い
秋
風
の

中
、
65
名

の
参
加
者

が
プ
レ
ー

を
楽
し
み

ま
し
た
。表
彰
式
で
は
優
勝
し

た
有
限
会
社
共
同
ク
リ
ー
ン
サ

ー
ビ
ス
の
池
澤  

健
さ
ん
に
優

勝
ト
ロ
フ
ィ
ー
と
副
賞
の
オ
ー

ブ
ン
レ
ン
ジ
が
贈
ら
れ
ま
し
た
。

優
勝
し
た
池
澤
氏
は「
商
工
会

議
所
の
大
会
で
、各
事
業
所
の

方
々
と
一
緒
に
情
報
交
換
し
な

が
ら
プ
レ
ー
し
貴
重
な
時
間
を

過
ご
せ
ま
し
た
。そ
の
中
で
優

勝
で
き
て
光
栄
で
す
。」と
コ
メ

ン
ト
し
ま
し
た
。

９月 １ 日 第８回ドリンクラリー大みか地区
９月 ４ 日 工業部会正副部会長会議
 会員サービス委員会
９月 ６ 日 正副会頭会議
９月１１日 観光委員会
９月１４日 正副会頭と７部会長・５委員長会議
 ・来年度会議所事業内容について意見交換

 
９月１９日　日立市料飲業組合連絡協議会
９月２０日　産業振興対策委員会
９月２４日　ふるさと日立検定実行委員会
 茨城港日立港区の早期完全復旧に関する要望活動
９月２５日　常議員会（詳細③面掲載）
 観光環衛業部会議員協議会
 ふるさと日立検定セミナー

誇れる仕事を未来へ… 笑顔あふれる街づくりにチャレンジ

優
勝
は 
池
澤  

健
さ
ん
（
有
限
会
社
共
同
ク
リ
ー
ン
サ
ー
ビ
ス
）

商工会議所の動き9月9月9月



　９
月
25
日
、
当
所
で
常
議
員
会
を
開

催
し
ま
し
た
。
協
議
に
先
立
ち
、
東
京

ガ
ス
株
式
会
社
日
立
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
グ

ル
ー
プ
担
当
課
長

笠
原
進
一
氏
か
ら

「
日
立
Ｌ
Ｎ
Ｇ
基
地
建
設
計
画
」
に
つ

い
て
、
建
設
予
定
地
や
作
業
ス
ケ
ジ
ュ

ー
ル
、
設
備
概
要
に
つ
い
て
説
明
を
受

け
ま
し
た
。

　協
議
で
は
、
７
月
、
８
月
の
新
入
会

員
（
別
記
①
）
を
承
認
。（
※
８
月
常
議

員
会
は
休
会
）
続
い
て
常
議
員
補
欠
選

任
を
協
議
し
承
認
し
ま
し
た
。
こ
の
補

欠
選
任
は
事
業
所
の
人
事
異
動
に
伴
う

も
の
で
、
齋
藤
英
樹
氏
に
代
わ
り
深
川

靖
彦
氏
（
日
立
電
線
株
式
会
社
日
高
工

場  

グ
ル
ー
プ
総
務
セ
ン
タ
担
当
課
長
）

を
選
任
し
ま
し
た
。
次
に
日
立
Ｌ
Ｎ
Ｇ

基
地
建
設
計
画
に
係
る
市
内
事
業
者
活

用
の
要
望
に
つ
い
て
協
議
し
追
認
し
ま

し
た
。

　報
告
事
項
で
は
、
矢
口
専
務
理
事
か

ら
議
員
の
職
を
行
う
者
の
変
更
に
つ
い

て
、
観
光
環
衛
業
部
会
高
濱
部
会
長
か

ら
は
第
８
回
ド
リ
ン
ク
ラ
リ
ー
大
み
か

地
区
に
つ
い
て
、
岩
田
副
会
頭
か
ら
は

日
立
駅
情
報
交
流
プ
ラ
ザ
情
報
セ
ン
タ

ー
開
業
に
つ
い
て
、
観
光
委
員
会
日
渡

委
員
長
か
ら
は
第
４
回
ふ
る
さ
と
日
立

検
定
試
験
の
実
施
に
つ
い
て
報
告
が
あ

り
ま
し
た
。
ま
た
、
矢
口
専
務
理
事
か

ら
は
９
月
20
日
行
わ
れ
た
日
本
商
工
会

議
所
会
員
総
会
・
会
員
大
会
決
議
事
項

（
別
記
②
）
に
つ
い
て
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。
総
会
で
は
永
年
勤
続
役
員
議
員

表
彰
と
し
て
臼
木
民
二
氏
（
臼
木
証
券

株
式
会
社
）
と
永
年
勤
続
職
員
と
し
て

鈴
木
均
（
工
業
政
策
課
主
任
）
が
表
彰

を
受
け
て
い
ま
す
。

9月の常議員会9月の常議員会

常議員補欠選任
「深川靖彦氏（日立電線株式会社日高工場）」を選任
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　日本商工会議所および全国の514商工会議所は、地域経済の活性化と雇用の維持のため、全

身全霊をもって奮闘している全国129万会員企業の総意として、わが国の再生に向けて克服す

べき喫緊の課題に対する基本的な考え方について取りまとめ、決議した。政府・国会におかれ

ては、「危機を突破する政治」、「経済成長を実現する政治」に全力で取り組み、特に以下の事項

については、早期に実現されるよう、強く要望する。

　１．震災復興、福島再生のさらなる加速を

　２．成長戦略の断行と重要政策課題の決着を

　３．中小企業の成長に向けた戦略的な政策展開を

　４．多様な電源確保と実現可能なエネルギー戦略の構築を

　５．コンパクトなまちづくりで地域活性化を

国家の運命がかかる重要政策課題に迅速果敢な対応を国家の運命がかかる重要政策課題に迅速果敢な対応を国家の運命がかかる重要政策課題に迅速果敢な対応を
抜粋～日本商工会議所　会員大会決議～
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モノづくり経営革新講演会　開催のご案内

ノートパソコンはじめ様々な商品の名づけ親が教える！

 「健康日本21」に続く「次期国民健康づくり運動プラン」においても、健康寿命は重要な視点です。地域の人々
がともに助け合いながら、介護を予防し、健康寿命を延ばすこと、いきいきと生きることが、豊かな地域を形成
します。そこで、このような地域形成へ向けて、それぞれのシンポジストの知見を住民の皆様と共有して、地域
の健康、地域のちからを高める機会としたいと考えます。
日　時　平成24年11月17日（土）　12：30 開場　13：20 開演　17：00 終了予定
会　場　茨城キリスト教学園　ローガン・ファックス記念講堂
　[講　演] 今村　晴彦氏（慶応義塾大学）　地域のちから  ～つないで育もう一人ひとりの“縁”～
　[講　演] 栗盛須雅子氏（茨城キリスト教大学看護学部）　健康寿命を延ばそう  ～いきいきと生きるために～
　[講　演] 大田　仁史氏（茨城県立健康プラザ）　住民が支える介護予防
　[実　演] 体操補助ロボット（たいぞう）出演！ シルバーリハビリ体操（日立市シルバーリハビリ体操指導士会）
　[座談会] 皆で考える介護予防
　　　　　司　会　大田　仁史 氏（茨城県立健康プラザ）
　　　　　参加者　弓野　悦子 氏（日立市地域包括支援センター）
　　　　　　　　　石鍋　圭子 氏（茨城キリスト教大学看護学部）
　　　　　　　　　中川　　泉 氏（茨城キリスト教大学看護学部）

茨城キリスト教大学  第6回ひたち学シンポジウム  第8回ＩＣ看護講演会 共催

ともに高めよう！地域の健康、地域のちから

申込・問合せ：茨城キリスト教大学　地域連携推進室　ＴＥＬ 52－3215

～ 健康寿命と介護予防の視点から ～

中小製造業はこうして売上を伸ばせ中小製造業はこうして売上を伸ばせ中小製造業はこうして売上を伸ばせ

・中小企業のための新規事業や
　新商品開発・販路開拓
・小さな会社が環境ビジネスを
　次の柱に育てる方法　　　など

日　時：11月22日（木）午後4時から  終了後懇親会を開催します
会　場：ホテル テラス ザ スクエア日立
参加費：無料（懇親会参加者は4,000円）
定　員：限定100名（定員になり次第、締め切らせて頂きます。）
問合せ：工業政策課

【講師】
 
弓削　徹氏 (ゆげ･とおる)

東京・浅草生まれ。

法政大学卒業●クリエイターとして

SONY、サントリー、IBM、オリンパ

ス、雪印、パイオニアなどの新商品開

発、広告･販促キャンペーンを成功させ､「製造業なら弓削」

との評価を得る〔ノートパソコン〕の名付け親。

主
な
講
座
内
容

入場無料

=申込・問合せ=　工業政策課

製造業のマーケティングコンサルタント！

　せっかく良い製品や技術を持っていても、今は黙っていても売れるという時代ではありません。お客様へのＰＲ
などを通じて積極的に訴えかけていかなければ、どんなに良いものを持っていても売り上げは決して伸びては行
きません。本講座では「製造業の弓削」と評価を得る講師が、中小企業でも導入できるマーケティング手法を丁
寧にわかりやすく解説いたします。是非ご参加ください。
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日立商工会議所青年部 会報

青年時代の

良き

情報交換の

場（庭）として……

・・・・

　  ・

発行：日立商工会議所青年部 総務委員会

●青年部って？
　YEG(若き企業家集団)精神の下にお互い
に啓発し合いながら、知識と教養・人と
人との結びつきを深め、明日を目指して
歩むグループです。

●「YEG」（若き企業家集団）
　商工会議所青年部の英語名
 Young Entrepreneurs Groupの頭文字
をとったもので、商工会議所青年部の持
つコンセプト（若さ、情熱、広い視野を持
った経営者Youth Energy Generalist）
を表している。

◆いっしょに青年部しませんか？
　青年部では十八才から四十五才までの方
の入会をお待ちしています。地域を支え
る青年経済人として一緒に活動しましょ
う！

日立商工会議所  青年部事務局
0294-22-0128

お問い合わせ

臨時総会:平成25年度
会長予定者に赤津伸介

君を選任
9月例会（9月28日）

赤津木材工業株式会社

挨拶する赤津次年度会長予定者

 9月28日、次年度会長予定者を選任するための臨時総会

を当所で開催しました。次年度会長選出は会長選考委員会

から推薦され、この日の臨時総会で赤津伸介君（赤津木材

工業株式会社）が満場一致で選任されました。臨時総会の

席上、赤津次年度会長予定者は、「今まで部員として歴代

会長の下で活動してきたが、次年度会長の指名を受けいよ

いよこの時が来たかと身の引

き締まる思いです。来年度も

各地ＹＥＧの力を結集すると

ともに、部員間の連携を強化

していきたい。若い世代の声

を聞き、皆で楽しく活動でき

るよう頑張るので１年間よろ

しくお願いしたい。」と挨拶

しました。

写真で見る平成24年度上半期事業の一端写真で見る平成24年度上半期事業の一端写真で見る平成24年度上半期事業の一端

日立さくらまつりに出店。焼きそば、駄菓子の販
売を行い賑わい創出に貢献した。

4月例会（4/7～8）
水戸ＹＥＧ・ひたちなかＹＥＧとの交流会を開催。県北地区
３ＹＥＧの連携強化、地域活性化について意見交換を行う。

6月例会（6/15）
第10回全国サッカー大会青森大会に出場。
予選リーグを突破するも準決勝で敗退。

7月例会（6/29～7/1）

日立ゴルフクラブ　10番ホール日立ゴルフクラブ　ＴＥＬ０２９４－２１－６１３６

日立ゴルフクラブ　開場45周年記念事業日立ゴルフクラブ　開場45周年記念事業日立ゴルフクラブ　開場45周年記念事業
個 人 正 会 員 募 集

－ 地域の皆様の健康づくりを支援いたします －

平成24年4月1日～平成25年3月31日（1年限定）

200名

31,500円（消費税込み）－入会金はお返しいたしません－

23,100円（消費税込み）

募集期間

募集人員

入 会 金

年 会 費

1

2

3

4
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自治・振興金融融資制度 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）自治・振興金融融資制度 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【自治金融】
○限　度　額　運転500万円　設備1,000万円
○返 済 期 間　運転5年　設備7年
○保証人・担保　原則不要

利率1.65％（平成24年10月1日現在）

【マル経制度】
○限　度　額　1,500万円
○返 済 期 間　運転7年　設備10年
○保証人・担保　原則不要

利率1.75％（平成24年10月1日現在）

利率1.75％（平成24年10月1日現在）

【振興金融】
○限　度　額　運転2,000万円　設備2,000万円
○返 済 期 間　運転5年　設備7年
○保証人・担保　原則不要・担保必要

※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せはお近くの金融機関または
　当所経営相談課まで

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営相談課まで

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内で1年以上継続して同一事業を営んでおり、税
務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済など事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特別
相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建
の見込みがある企業については関係機関との協
力により再建の方策を講じるなど倒産を未然に
防止することを目的に設置されているのが「経営
安定特別相談室」です。相談室では商工調停士等
の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決
に向けての相談・アドバイスを行ないます。商工
調停士は、当所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただ
くとともに相談アドバイスに必要な資料の提出
をお願いしています。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室


